






その他のタイトル The extension of school hours and the changing















どもたちが終日にわたり世話を受けていた (Cortina，Baumert， Leschinsky， Mayer， Trommer 
2003: 26)。ただし、こうした施設は、 ドイツ統一後にその多くが財政的な理由により廃止される








年 12月に、 16州の文部大臣から構成される各州文部大臣会議が、 ドイツ全州で優先的に取り組む
べき教育改革の 7分野を決議したことに始まる。この7分野には教育改革の課題が包括的に含まれ
ており、全日制学校の拡充もそのーっとなった。その後、連邦教育研究大臣を代表とする連邦と各
州は、 2003年 5月に「投資プログラム『将来の教育と支援 J 2003-2007管理協定 j



























名による共同研究である (Haenisch，Hermens， Nordt 2005)。この中ではノルトライン・ヴェス
トアァー レン'J+Iを事例として、全日制学校の担当者の役割理解 (Rollenverstむldnis)について論じ









(Studie zur Entwicklung von Ganztagsschule) J (以下、 StEGとする)がまとめた文献『ドイツ










Fりrderungund Er凸ffnenvon Lernchancen) 
2. たとえば、 45分授業という常識の打破、自主的な授業やプロジェクトの導入など、授業、
追加の活動、午前と午後の自由時間を結びつけることによる、授業や学習文化の変革
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おいて具体的にどのような学校が全日制学校となるかという全日制学校の定義については、 fドイ
ツ連邦共和国各州での全日制形態の一般教育学校に関する報告J (Berichtめerdie allgemein 
bildenden Schule in Ganztagsform in den Landern in der Bundesrepublik Deutschland) (2004年1月
2自)において、次の 3点が示された (Sekretariatder Standigen Konferenz der Kultusminister der 










挙げられている (Sekretariatder Standigen Konferenz der KultusmIlIster der L加 derin der 
Bundesrepublik Deutschland 2004: 5)。

















第一に全日制学校の学校数とその割合 (2002年と 2006年)である。これは表 1に示すとおりで
ある (Sekretariatder St如 digenKonferenz der Kultusminister der Lander in der Bundesrepublik 
Deutschland 2008: 1)。
表 1 全日制学校の学校数とその割合 (2002年と 2006年)
学校数 割合(%)
2002 2006 2002 2006 
バーデン・ピ、ユルテンベルク州 372 609 9. 0 14.7 
バイエノレン州 471 812 11. 7 20.2 
ベルリン州 292 556 34. 7 71. 2 
プランデンブルク州 141 315 13.9 34.9 
プレーメン州 1 42 6.0 22.8 
ハンブルク州 42 146 10. 1 36. 6 
ヘッセンチ1' 223 406 12.0 21. 8 
メクレンブルク・フォアポンメノレン1'1'1 98 210 13. 0 33. 7 
ニーダーザクセン州 210 504 6. 1 16.2 
ノルトライン・ヴ、アストファーレンチ1' 637 2921 10.0 46. 3 
ラインラント・プブアノレツ州 220 485 13. 3 28.6 
ザールラント州 99 228 23. 9 74.5 
ザクセン州 1328 1227 72.8 80. 7 
ザクセン・アンハノレト州 174 205 13. 3 21. 0 
シュレスヴィッヒ・ホノレ、ンュタインチ、1' 23 377 2.0 34. 3 
テューリンゲン州 610 645 58. 7 69.3 
合計 4951 9688 16.3 33.6 
表 1は各州において全日制学校の占める割合がどのように変化していったかを示す表である。
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第二に全日制学校の児童・生徒数の割合 (2002年と 2006年)である。これは、表 2に示すとお
りである (Sekreta立atder StおlCligenKonferenz der Kultusminister der Lander in der Bundesrepublik 
Deutschland 2008: 30)。





表2 全日制学校の児童・生徒数とその割合 (2002年と 2006年)
児童・生徒数 割合(%)
2002 2006 2002 2006 
ノくーデ、ン・ピュノレテンベルク州 70， 145 142，432 5，8 11，9 
バイエルン州 31，682 47，365 2， 3 3，5 
ベルリン州 69， 023 112，088 21，9 38， 5 
プランデンブノレク州 26，984 52， 394 10，7 27， 1 
プレーメン州 2，963 8，386 4， 6 13，4 
ハンブノレク州 8，821 54， 395 5， 7 35，6 
ヘッセンリ、H 87， 791 137，556 13， 7 22， 0 
メクレンブソレク・フォアポンメノレン州 14，440 29， 450 8，1 23，5 
ニーダーザクセン州 56，747 143，630 6， 2 16，0 
ノルトライン・ r:;/ァストアァーレン州 306，927 413，761 14，6 20，4 
ラインラント・プファルツ州 25，972 51，087 5， 7 11，7 
ザールラント州 4，721 8，241 4， 3 8， 2 
ザクセン'HI 86，214 136，045 22， 3 46，8 
ザクセン・アンハルト州 23， 167 28， 183 9， 6 16， 1 
シュレスヴィッヒ・ホノレシュタインチ1' 11，365 52， 177 3，6 16， 7 
テューリンゲン外| 46，973 67，272 21，4 40，9 
合計 873，935 1，484，462 9，8 17，6 
第三に学校種ごとの全日制学校の割合と児童・生徒数の割合 (2002年と 2006年)である。これ
は、表 3に示すとおりである (Sekretariatder StむldigenKonferenz der Kultusminister der 





年には 29.1%になっており、これは 2002年の 10.3%の約3倍となっている。児童数の割合では 2006
年に 12.7%であり、 2002年の 4.2%に比べると約 3倍に増加している。
中等教育学校である基幹学校(第5学年一第9学年)の割合は 2006年に 27.6%であり、これは
2002年の 11.5%の2倍以上である。生徒数の割合では 2006年には 18.9%となり、 10.2%であった
2002年の 2倍近くになっている。同じく中等教育学校である実科学校(第 5学年一第 10学年)の
割合は 2006年に 18.7%であり、 2002年の 9.6%の2倍近くになっている。生徒数の割合では 2006
年には 8.5%であり、 4.0%であった 2002年の約2倍である。さらに同じく中等教育学校であるギ
ムナジウム(第 5学年一第 12あるいは 13学年)の割合は 29.8%であり、 12.2%であった 2002年
の2倍以上である。生徒数の割合では 2006年は 12.5%であり、 2002年の 3.9%の約 3倍となって
いる。これら 3つの学校種をあわせた機能を有する統合型総合制学校は、前述のように IZBB以前
から全日制の形態をとる学校が多く、 2002年に 62.8%であった割合が 2006年には 77.9%に増加し
ている。生徒数の割合で見ても、 2002年の 66.8%から 2006年の 75.3%に増加している。
表3 学校種ごとの全日制学校の誤合と児童・生徒数の割合 (2002年と 2006年)
学校の割合(%) 児童・生徒の割合(%)
2002 2006 2002 2006 
基礎学校 10.3 29. 1 4.2 12. 7 
基幹学校 11. 5 27.6 10.2 18. 9 
実科学校 9.6 18. 7 4. 0 8. 5 
ギムナジウム 12.2 29.8 3.9 12.5 
統合型総合制学校 62.8 77.9 66.8 75. 3 一一 」
第四に学校種による各型の割合である。これは表4に示すとおりである (Sekretariatder St釦 digen
Konferenz der Kultusminister der Lander in der Bundesrepublik Deutscbland 2008: 4 -10)。
表4 学校種による各型の割合(全学校に占める割合) (2006年)
完全義務型(%) 部分義務型(%) 自由型(%)
基礎学校 O. 7 1.4 27.0 
基幹学校 7.3 4. 7 15.6 
実科学校 2.2 1.8 14. 7 
ギムナジウム 4. 5 2. 6 22.8 











第4学年までみた場合に、 f4日ないし 5S Jと回答した学校の割合は、第 1学年で 93.4%、第2
学年で 93.4%、第3学年で 92.6%、第4学年で 92.6%であった (Holtappels2007: 188)。調査
対象となった学校の 9割以上が f4日ないし 5日j と回答しており、基礎学校の場合、ほぼ毎日、
午後の活動を設けている学校が圧倒的であることがうかがえる。
他方、中等教育段階ではこの傾向は異なっている。 f4日ないし 5日j と回答した学校の割合は、
学年が上がるにしたがって低下する傾向が見られる。たとえば、中等教育段階で f4日ないし 5日j
と回答した学校の割合は、第 5学年で 57.3%、第 6学年で 55.9%、第 7学年で 52.7%、第8学年





ある(狂oltappels2007: 192)。基礎学校においては、 「宿題の支援J (97.6%)、 「音楽・絵画
の活動J (96.3%) 、 「温かい昼食J (95.4%)、 「スポーツ活動J (94.6%) 、 「フ。ロジェクト
活動J (89.1%) である。他方、中等教育学校では、 「宿題の支援J (94.5%)、 「プロジェクト
活動J (93.4%)、 「スポーツ活動J (89.9%)、 「技術・ニューメディア活動J (89.6)、 f媛
かい昼食J (88.3%)である。
次にこれを頻度からみると次のようである。上記の活動を「週4@]から 5回j 、 「週 2回から 3
回j 、 f逓 1回J、 「月ごとにおよびまれにj の4つに分けた場合、基礎学校において f適4回か
ら5回j の上位に挙げられたのは、 「温かい昼食J (99.6%)、 「生徒だけでの自習J (99. 1 %)、
「信題の支援J (84.0%) 、 「自由活動J (55. 1 %)、 「特別な支援活動J (42.3%)であり、自
主的で自由な活動がほぼ毎日入っていることがうかがえる。さらに、 f週 2回から 3回Jの上位に
挙げられたのは、 「教科の補習授業J (64.8%)、 「音楽・絵画の活動J (58.7%)、 「スポーツ
活動J (52. 1 %)、 「算数の学習J (49.9%)、 f特別な支援活動J (45.6%) であり、日によっ
て多様な活動が入ることがうかがえる。
他方、中等教育学校では、「週 4毘から 5回jの上位に挙げられたのは、「温かい昼食J(75.7%)、
「生徒だけの自習J (64.4%) 、 f宿題の支援J (47.8%) 、 「選択活動J (33. 1 %)、 「スポー
ツ活動J (26.4%)であり、ほぼ毎日行われる活動に関しては、基礎学校と類似した傾向が見られ












する人員として次の 6つのカテゴリーが挙げられている (DKJS2006: 39)。第一に教員
(Lehrpersonal)である。第二に社会福祉教育者 (Sozialpadagog/innen)、学校ソーシヤルワー
カー (Schulsozialarbeiter/innen)などの教育関係、職員 (PadagogischesPersonal)、第三にスポ




これらの担当者を所属する部門から見ると次のようになる (Sekretariatder Standigen 







である。 rおもに教員が担当j 、 fおもに教員以外が担当j 、 「両者が間程度担当j という 3つの
カテゴリーを設けて活動ごとに聞いている (DieckmannlHohmann/Tillmann2007: 177)。
まず基礎学校では、 「おもに教員以外が担当Jとして上位に挙げられているのは、 「制約のない
自由時間J (98.0%)、 「制約のある自由活動J (87.7%)、 「宿題の支援・学習活動J (71. 6%) 
である。他方、「おもに教員が担当jとして上位に挙げられているのは、「支援的な取り組みJ(53.7%)、
f永続的な学校プロジェクト活動J (45.5%)、 f教科に関連した学習活動J (31. 6%)である。
このように、両者はそれぞれの担当内容において分担し合っていることがうかがえる。しかし、 f両
者が間程度担当Jでは、 f教科横断的なプロジェクト活動J (36.5%)、 f教科に関連した学習活
動J (30.9%)、 「永続的な学校プロジェクト活動J (27.0%) となっており、両者が間程度関与
することで成り立っている活動も一定程度見られることがわかる。
次に中等教育段階 Iの学校では、 fおもに教員以外が担当j として上位に挙げられているのは、
-53-
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「制主力のない自由時間J (45.6%) 、 「制約のある自由活動J (29. 1 %)、 「宿題の支援・学習活
動J (26.7%) である。他方、 「おもに教員が担当j として上位に挙げられているのは、 「支援的
な取り組みJ (83.3%) 、 「永続的な学校プロジェクト活動J (80.3%) 、 「教科に関連した学習
活動J (78.4%) であり、基礎学校の場合と類似した分担体制が営まれていることがうかがえる。
さらに、 f両者が間程度担当j では、 f教科横断的なプロジェクト活動J (28.4%) 、 f制約のあ
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